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研究要旨：高度に情報化された現代社会においてマスメディアがメンタルヘルスに及ぼす

影響に関して海外では活発に調査報告されている。自殺が生じた後に、複数の人々が自殺

行動に及ぶ、群発自殺という現象が知られている。マスメディアの自殺報道によって、群

発自殺が誘発される危険について総説した。適切な報道が自殺予防に寄与する可能性があ

る反面、群発自殺を誘発しかねない危険な報道の仕方もあることが明らかになった。マス

メディアはこのような危険を十分に認識した上で、自殺報道を行うことが望まれる。 

 

A.研究目的 

 

高度に情報化した現代社会においてマ

スメディアの報道の仕方によっては、自殺

予防に十分に寄与する可能性がある反面、

センセーショナルな報道が複数の自殺を

誘発する危険についても指摘されている。

この点を明らかにすることが本調査の目

的である。 

 

B.研究方法 

 

欧米を中心に実施されてきたマスメデ

ィアによる自殺報道の影響に関する文献

を総説した。（総説あり、特定の人物を扱

ったデータに関しては触れていない。） 

 

C.結果と考察 

 

 ある種の自殺では「伝染」や「模倣」が

大きな役割を果たしていることが古くか

ら指摘されていた。しかし、科学の光が当

てられ始めたのはようやく 19 世紀半ばに

なってからであった。英国の Farr は科学

論文でこの問題について初めて言及した

一人であり、1841 年に発表した論文の中で

「しばしば自殺が模倣によって生ずるこ

とは明白な科学的事実であると」主張した。 

 ところが、19 世紀末にフランスの社会学

者 Durkheim は「自殺論」の中で一章すべ

てを使って、自殺と模倣の影響について考

察し、両者の間には明かな因果関係がない

と結論した。近代の自殺学において、

Durkheim の影響があまりにも大きかった

ために、この種の研究を大幅に遅らせてし

まったといっても過言ではないだろう。 

 精神医学や社会学の分野で、あらたに自

殺に及ぼす模倣性や伝染性役割、とくに群

発自殺とマスメディアの関係について詳

しく検討されるようになってきたのは

1960 年代後半からのことである。 

 

【新聞記事の影響】 

『初期の研究』 

 精神科医の Motto (1967) は新聞のスト

ライキがあった期間には自殺率の減少す

るのではないかという仮説を立てて、それ

を検証した。米国の７都市において新聞の

ストライキがあった期間の自殺率を、過去

５年間の同時期の自殺率と比較した。人口

の増加、人口の特徴、季節による自殺率の

変動、年間の自殺率の特徴なども考慮に入

れて、調査に影響を及ぼさないように工夫

した。Motto らの調査では、デトロイトで

起きた 268 日間の新聞のストライキ期間に

おいて、過去４年間と、翌年に比べて、女

性の自殺率が減少していたことが確認さ

れたが、その他の都市では仮説を証明する

ことができなかった。 

 ただし、この調査では、いくつかの方法

論上の問題点が他の研究者から指摘され

ている。すなわち、ラジオやテレビのニュ

ースの影響や、隣接地域から運び込まれる

新聞の影響について考慮されていなかっ

た。また、たまたま調査期間に社会の関心

を引くような自殺が起きていなかった可

能性も指摘された。報道に値する自殺が起

きていなければ、新聞がストライキであろ

うがなかろうが影響は出ないというのだ。 

 



『米国における新聞報道と群発自殺に関

する最近の研究』 

 社会学者の Phillips (1974)は、自殺報

道が及ぼす影響について研究方法を変え

て新たに調査を行なった。まず、ニューヨ

ークタイムズの一面に掲載された自殺の

記事をすべて収集した。そして、季節によ

って自殺者数が変動することによる影響

を修正したうえで、1947 年から 1967 年の

期間における全米の月刊自殺統計を調査

し、一面に掲載された自殺記事が他者の自

殺に及ぼす影響を調べた。その結果、新聞

の一面に自殺記事が載った直後に、自殺は

統計学的に有為に増加していた。そして、

Phillips はこの現象を「ウェルテル効果」

と名付けた（ゲーテの「若きウェルテルの

悩み」が出版された後に、主人公と同じよ

うに自殺する若者がヨーロッパ各地で相

次いだという故事にちなんでいる）。 

 Phillips は自殺報道が自殺の模倣に影

響を及ぼしていることを確認するために

次のような点についても検討した。模倣に

よってウェルテル効果が起きているとす

るならば、①他の自殺は、自殺の記事が掲

載された直後に増えるのであって、その前

には増加を認めない、②ある自殺が大きく

扱われれば扱われるほど、その後に起きる

自殺の規模も大きなものになる、③大きな

影響の出る他の自殺は、主として自殺の記

事が手に入る地域に限定されるはずであ

る。このような主な３点について検討した

結果も、Phillips のデータに一致していた。 

 Phillips の次のような点についても検

討した。 

 第一に、マスメディアが特定の自殺をと

くに大きく扱った場合、検死官の判断が変

化する可能性はないだろうか？ すなわ

ち、いつもならば事故死、殺人、不審死な

どとして処理される例が、マスメディア報

道の影響を受けて、自殺と判断される傾向

はないだろうかという疑問である。しかし、

すべてを検討した結果、自殺報道の後に、

他の自殺が増える傾向は認められても、そ

の分だけ事故死・殺人・不審死などが減る

傾向は認められなかったので、この疑問は

否定された。 

 第二に、自殺が報道されても、されなく

ても、結局起きたはずの自殺が単に報道の

ために引き起こように見える可能性はな

いだろうか？ もしも、そうであるならば、

報道の直後に自殺数が増えて、その後に平

均値よりもさらに減少するというパター

ンになるはずである。しかし、いったん自

殺が増加をみたものの、その後、減少する

というパターンは認められなかったので、

やはりこの疑問も否定された。 

 第三に、不況などを初めとする社会的状

況の変化が自殺の増加に関与している可

能性はないだろうか？ しかし、これでは

自殺報道の直後に他者の自殺が増加して

いる事実や、自殺がマスメディアによって

大きく取り上げられるほど他者の自殺が

増えるという事実を説明できない。したが

って、やはりこの疑問も否定された。 

 このような点を検討したうえで、

Phillips は、群発自殺を引き起こしている

原因としてもっとも妥当なものは「被暗示

性」や「模倣性」にあると結論した。 

 なお、Wasserman (1984) は Phillips の

結果を追跡調査した。Phillips の調査期間

が 1947 年から 1967 年だったが、その期間

を 1946 年から 1977 年と延ばして調査した。

Wasserman らの調査によると、著名人の自

殺の記事が他者の自殺を誘発する傾向が

高いと結論した。Stack (1987) も、政治

家や芸能人といった著名人の自殺報道が

その後大きな影響を及ぼす可能性につい

て指摘している。 

 

『新聞報道と自動車事故死』 

 さらに、Phillips (1977) は自殺報道が

自動車事故死に及ぼす影響についても調

査を進めた。 

 まず、Phillips は 1966 年から 1973 年の

カリフォルニアの自動車事故死を調べた。

曜日、月、年、休日ごとの事故の変動を考

慮したうえで調査したところ、自殺記事の

出た後の３日後にこの種の交通事故死が

ピークに達し、記事が出る前と比較して約

３割増加した。また、自殺が大きく取り扱

われほど、自動車事故による死亡数も増え

るといった相関関係があった。さらに、自

殺が報道された地域で自動車事故が増え

るという点も明らかになった。 

 とくに増加していたのは、他の自動車や

歩行者を巻き込まない、自損事故（他の自



動車や歩行者には被害を与えず、自動車が

壁などに激突して、その車に乗っていた人

だけが犠牲になる事故）による死亡が圧倒

的に多かった。そして、運転者の特徴は、

自殺の記事に詳しく説明されていた人と

類似していた点も明らかになった。興味深

い点として、心中（他者を殺害した後、自

分も自ら生命を絶つという、他殺・自殺複

合体）の記事が出た後は、他の自動車も巻

き込んだ形の自動車事故が増え、一人だけ

で自殺した記事の後は、一人の人間が自動

車を運転し自分だけが死亡する自動車事

故が増えていた。 

Littman (1985) も、運転者以外に同乗

者のいない自動車事故で死亡した例を調

べると、その死亡した運転者の特徴は自殺

者のプロフィールにきわめて近いと指摘

している。したがって、自動車事故死とさ

れている例の中にはかなりの数の隠され

た自殺が含まれているのではないかと考

えた。この結果から、マスメディアが自殺

を大きく取り上げた後には、自殺が明らか

に増加し、そのうちのなんらかの部分は交

通事故死という形を取っていることが示

唆された。なお、Bollen ら (1981) もデト

ロイトのデータを調査して、同様の結果を

得ている。 

 前述したカリフォルニアの自動車事故

死の調査では、自殺・他殺複合体の記事と

自殺の記事では、その後に起きる他者の自

殺に対する影響に差が出ることを示して

いる。さらに、Phillips (1978) は自殺・

他殺複合体の記事が自家用飛行機事故に

及ぼす影響を調べたが、記事が出た後の９

日間は統計的に有意に事故が増える傾向

を認めた。ただし、どの程度大きく記事と

して扱われるか、どの程度の地域で報道さ

れるかによって、その影響は異なる傾向が

あった。 

 

『ヨーロッパでの研究』 

 マスメディアと自殺に関する研究の大

部分は米国で実施されてきたのだが、ヨー

ロッパでもいくつかの調査がある。ただし、

ヨーロッパの研究は米国の研究ほどはっ

きりと自殺の「模倣性」に関して結論を下

していないものが少なくない。しかし、方

法論のうえで問題が残る研究が多いこと

も確かである。 

 Barraclough ら (1977) の報告によれば、

英国では新聞の自殺記事が出た後に、他者

の自殺が増える傾向はなかったという。し

かし、彼らの研究は新聞の一面に大きく取

り扱われた自殺ばかりでなく、新聞の中で

ごく小さな取り扱い方をされた記事もす

べて含んでいたためこのような結論が導

かれた可能性がある。 

 オランダで実施された２つの研究は米

国での研究方法を比較的忠実に適用した

ものであった。Ganzeboom ら (1982) は

Phillips の研究にならい、調査の対象を一

面に掲載された自殺記事に限定した。要す

るに、すべての自殺記事が影響を与えるの

ではなく、とくに大きく取り上げられた自

殺が、他者の自殺に影響を及ぼすだろうと

いう前提に立っている。その結果、記事が

掲載された後には、月単位でみると、自殺

と交通事故死が３％から８％の上昇を見

たという。 

 さらに、Kopping ら (1990) の研究によ

れば、新聞の一面に掲載された自殺記事と

オランダの月刊の自殺率の上昇には統計

学的に有意な相関関係を認めたという。ま

た、見出しを見ただけではっきりと「自殺」

であることがわかる場合や、自殺記事自体

が長いほど、その後に他者の自殺が増える

傾向が強いことも指摘している。反対に、

見出しだけでは自殺であることがはっき

りしない例では、他者の自殺を引き起こす

傾向は弱かったと報告している。 

 なお、米国とオランダでは新聞の自殺報

道の姿勢にいくつかの興味深い相違点が

認められている。 

 第一に、米国の新聞ではほとんどの場合、

見出しに「自殺」であることがはっきりわ

かるような記事を掲載しているのとは対

照的に、オランダではそれほど直接的でな

くどちらかといえば漠然とした表現を多

用する傾向があった。Kopping らによれば

見出しにはっきりと「自殺」の文字を用い

ていたのは調査したオランダの新聞の約

半数に過ぎなかったというのだ。隅から隅

まで丹念に読む人もいるだろうが、自分に

とって興味のある記事以外は見出しだけ

をざっと眺めるだけの読者がほとんどな

ので、見出しに「自殺」という文字を用い



ているか否か、その後の影響について大き

な差となって現われる可能性がある。 

 第二に、米国の新聞はほとんどの場合、

自殺者を実名で報道するのに対して、オラ

ンダでは実名報道の率が低い。Kopping ら

の調査でも、オランダの新聞記事で実名が

発表されていたのは 45％に過ぎなかった。

自殺を実名で報道すべきか否かはわが国

でも議論されている点であるが、実名報道

によって自殺者が実体的・具体的に描写さ

れてしまい、より多くの関心を引いてしま

う危険がある。 

 第三に、米国の新聞では単独の自殺を扱

っているものが多いのとは対照的に、オラ

ンダの新聞では、他者を巻き込んだような

自殺（一家心中や親子心中）をより大きく

扱う傾向が強かったという。 

 以上のように、ヨーロッパにおける自殺

報道についての研究を見てきたが、これを

米国で実施された研究結果と総合すると

次のような点が指摘されるだろう。自殺記

事が大きく扱われれば扱われるほどその

後に引き続き起きる自殺は増加する。すな

わち、新聞の一面で扱われ、見出しにはっ

きりと自殺という文字が使われ、記事が長

い場合ほど、他者の自殺が増加する。また、

広い範囲で自殺が報道されるほど、その影

響は大きいものになる。 

 

【テレビの自殺報道の影響】 

 新聞よりもテレビの自殺報道のほうが

影響力が強いことは容易に予想されるの

だが、調査が難しいこともあって、これま

でに十分な研究が進められていない。たと

えば、全テレビ局で一定の期間における自

殺報道の量、センセーショナルな報道の程

度、ワイドショーのようなニュース番組以

外で報じられた自殺の内容、映像が視聴者

に及ぼす影響、番組の視聴率、視聴者の年

代や性別、などといった数多くの要素があ

り、調査を複雑なものにしているからであ

る。テレビと群発自殺の関係については今

後さらに研究を進めていかなければなら

ない領域である。 

 Phillips が以前に新聞記事とその後に

続いた自殺の関係を調査したのと同じ方

法を用いて、Bollen ら (1982) はテレビに

よる自殺報道と群発自殺の関係について

報告している。三大ネットワークのうち二

局以上が扱ったような、社会的に大きな関

心を引いた自殺についての報道を調査し

たところ、その後、全米の自殺は有意に増

加し、その影響は最大で 10 日間続いた。

また、自殺ばかりでなく、交通事故や飛行

機事故の増加も認められたという。 

 さらに、Phillips ら (1986) は 1973 年

から 1979 年の期間において、テレビのニ

ュースや特集番組を調べて発表した。それ

によると、とくに大きな影響を受けたのは

思春期の人々であり、この年代の自殺率は

有意に上昇した。それとは対照的に壮年や

高齢者でも自殺率が上昇したものの、統計

学的に有意な差ではなかったという。その

後、彼らは 1968 年から 1985 年の期間に延

長して調査を繰り返したが、やはり同様の

結果が得られた。 

 また、三大ネットワークのひとつである

ＮＢＣがスポンサーとなって、テレビの自

殺報道と全米の自殺率の変化に関する調

査も実施されたが、やはり十代の若者の自

殺率がテレビの自殺報道の後に上昇する

ことが報告されている (Phillips ら, 

1988)。 

 この調査にはさまざまな方法論上の問

題点が指摘されたため、何回か調査がやり

直された。Kessler ら (1984, 1989) は、

ニールセンによる視聴率調査を参考にし

て、個々の報道を「高視聴率」群と「低視

聴率」群に分類したうえで、それらが自殺

率に及ぼす影響を調べた。その結果、1973

年から 1984 年の期間において、「高視聴率」

の自殺報道の後では十代の人々の自殺率

が 10％という統計学的に有意な上昇を示

したが、「低視聴率」の報道の後では明ら

かな自殺率の上昇は確認できなかったと

いう。しかし、視聴率がわかったとしても、

どのような年代の人が、何回同様の番組を

見たかといった点まではわかっていない

ので、依然としてこの種の調査の不十分な

点が残されている。 

 このように映像メディアであるテレビ

の自殺報道が自殺率の上昇に及ぼす影響

は容易に想像できるのだが、それを科学的

かつ客観的に研究することは多くの困難

を伴い、今後の課題となっている。 

 



【テレビドラマや映画の影響】 

 これまでに述べてきたのは実際に起き

た自殺に関する報道がその後の自殺率に

どのような影響を及ぼすかという問題で

あった。さて、この項ではテレビドラマや

映画などで架空の自殺を取り扱った場合

に、自殺率にはどのような影響が出てくる

かについて検討していく。現実に起きた自

殺に関する報道に比べると、架空の自殺を

ドラマなどで描いた場合の影響について

は、調査の結果は一致していない。自殺率

に影響が出るというものと、影響はないと

いうものがあるのだ。 

 英国で 1972 年に 11 週にわたって毎週、

自殺予防活動をしているビフレンダーズ

という団体をテーマにしたテレビドラマ

が放映された。Holding (1974) はその後

スコットランドのエジンバラで自殺未遂

の率に変化が起きるか調査した。この番組

が自殺予防の活動を扱っていたので、自殺

予防センターに訪ねてくる人が増え、自殺

未遂や既遂自殺のために病院に入院とな

る人が減るのではないかと Holding は考え

たのだが、実際にはこのような結果は得ら

れなかった。 

 1977 年に米国で自殺未遂を扱ったテレ

ビドラマが放映された後に、自殺や自動車

事故が増えたと Phillips (1982) は報告し

ている。男性に比べて、圧倒的に女性のほ

うが多かったのだが、この種のドラマの視

聴者の多くが女性であるためだろうと

Phillips は分析している。 

 1986 年２月にイギリスで人気の高かっ

たテレビドラマ East Enders の主人公が薬

を多量に服用して自殺を図るという場面

が放映された。放映直後に、薬物の多量服

用という同じ方法で自殺を図り救急部に

来院した人が急増したとする報告と、その

傾向を否定する報告が相半ばし、結論は出

なかった (Ellis ら, 1986)。 

 さらに、米国では 1984 年 10 月から 1985

年２月までの期間に自殺を描いたテレビ

映画が４本放映された。Ostroff ら (1987) 

の報告によれば、1985 年２月に放映された

最後の映画にはティーンエイジャーの恋

人同士の自殺が描かれていたのだが、その

直後に自殺未遂のためにコネチカット病

院に入院する若者が有意に増えたという。

１年を通して、自殺未遂のために入院した

患者は月平均 1.9 人であったのだが、1985

年２月には 16 人であった。そのうちの 14

人はそのテレビ番組が放映された直後に

入院していて、入院となった思春期患者は

全員が番組を見ていた。映画を見た直後に、

映画で描写されたのとまったく同様にふ

たり一緒に自殺を図ったティーンエイジ

ャーの恋人達もいた。 

 Gould ら (1988) は前述した期間に放映

されたテレビ映画４本すべての影響につ

いてもニューヨーク地区で調査したとこ

ろ、既遂自殺も未遂自殺も放映直後には有

意に増加していたと報告している。 

 しかし、この影響には地域差があったと

いう報告もあり、同様の方法を用いて調査

した Phillips ら (1987) はカリフォルニ

ア州とペンシルバニア州では最初の３本

のテレビ映画が自殺行動を増加させた事

実は確認できなかった。しかし、自殺行動

の率自体に影響を及ぼさなかったものの、

自殺に用いられた方法は明らかに影響を

受けていたという。 

さらに、ドイツの Schmidtke ら (1988)

もテレビドラマと自殺率について調査を

実施した。19 歳の学生が鉄道自殺をすると

いう６回シリーズのテレビドラマが 1981

年に放映され、1982 年にも再放送された。

放送直後に鉄道自殺が増加し、そのほとん

どはドラマの主人公と同年代の男性だっ

た。この調査では、ドラマで描かれたのと

同じように鉄道自殺が増加していたが、全

自殺数には変化を認めない点を指摘して

いた。また Schmidtke らは、単発のドラマ

よりもシリーズものとして繰り返し放映

されたドラマの影響力のほうが強いとも

指摘している。 

 以上のように、現実に起きた自殺につい

ての報道に比べると、テレビドラマや映画

といった架空の自殺が描かれる場合のほ

うが、その後に自殺率を上昇させる影響は

弱いというのが、多くの調査の指摘する点

である。 

また、フィクションであっても、それに

対する社会の関心が高いほど、その後の自

殺が増加する危険が高いともいえるだろ

う。さらに、とくに思春期や若年成人とい

った若者に対する影響が懸念され、自殺行



動に用いられる手段が模倣される可能性

は高い。 

 

【Phillips らの提言】 

 現代社会では報道の自由や表現の自由

は侵さすことのできないものであり、報道

を検閲するなどということは不可能であ

る。しかし、報道の仕方を工夫することに

よって、自殺率の上昇を予防することはで

きるだろう。どのような報道をすると危険

が高まるのかマスメディアに関わる人々

に正しい知識を啓発する必要がある。さて、

社会学者の Phillips ら (1992) は、商品

のコマーシャルを例えに挙げて、自殺報道

をどのように改善すべきか興味深い提言

をしている。 

 第一に、伝える内容についてである。す

べてのコマーシャルは伝える内容を絞り

込み、明確なメッセージで消費者に訴え、

競合商品を選択する可能性を低くしよう

とする。この点から考えると、一番目につ

きやすい見出しの中にあまりも直接的に

自殺を表現する言葉を入れるべきでない

という。反対に、自殺予防に関する情報に

ついては簡潔明瞭にわかりやすく解説し

て、自殺以外の他の解決策を示すべきであ

る。また、否定的な結果を並記すると人々

の関心が低くなってしまう傾向があると

いうことから、例えば、自殺によって家族

や知人に多大な打撃を与えたことなども

書き記すと、自殺に向けられた関心が薄ま

る可能性もあるだろう。逆に自殺をロマン

チックに描いたり、理想化することは、自

殺を誘発しかねない。 

 第二に、報道内容の頻度、時期、長さに

ついてである。商品のコマーシャルではそ

の頻度が増すほど効果が出てくる。したが

って、自殺が起きた直後に、その報道が頻

繁に繰り返され、長い時間にわたるほど、

悪影響が強く出る危険について配慮しな

ければならない。 

 第三に、報道する場所や時間である。商

品のコマーシャルでも、深夜や早朝よりも、

ゴールデンタイムのほうが効果が高くな

る。自殺報道を考えると、新聞の一面や、

テレビのニュースのトップ項目で扱うと、

その後の自殺率に影響を及ぼす危険は一

層高まってしまう。また、スポンサーが競

合商品の広告の近くに自社製品の広告を

並べるのを嫌うことを考えると、自殺記事

のそばに自殺以外の他の選択肢（例えば、

自殺予防センターの活動とか断酒会の活

動）などを掲載するのも効果的である。 

 第四に、メッセージを伝える人物につい

てである。商品コマーシャルでは、購買層

の人々にとって魅力のある有名人を起用

し、その効果を上げることを狙う。したが

って、いかにも米国らしい考え方だが、た

とえば、若者に対して自殺予防を働きかけ

るとするならば、その年代の人々に影響力

のある著名人を活用して、自殺以外の問題

解決策が存在することを具体的に強調す

べきであるという。逆の視点からとらえれ

ば、著名人の自殺を大きく取り上げれば取

り上げるほど、他者の自殺を誘発する危険

が高まることになる。 

 

D.結論 

 

【自殺をどのように報道すべきか】 

 まとめに代えてマスメディアに対して

次のような点に配慮して自殺を報道する

ことを望みたい。報道の自由や知る権利の

問題があり、一概に自殺報道を中止すべき

であるなどと極論するつもりはないが、自

殺報道のもたらす危険な側面についてジ

ャーナリストもこれまで以上に敏感であ

ってほしい。 

 

① 短期的に頻繁に過剰な報道をするこ

とを控える。 

② 自殺は複雑な原因からなる現象であ

ることをふまえて、自殺の原因と結果

を単純に説明するのを控える。 

③ 本来自殺の危険を抱えた人が自分自

身を自殺で亡くなった人に同一化し

てしまう可能性があるので、自殺をこ

とさら美しいものとして取り扱った

り、大げさな描写をしない。嘆き悲し

んでいる他の人々、葬式、追悼集会、

飾られた花などの写真や映像を添付

しないことも必要である。 

④ 自殺手段を詳細に報道しない。自殺の

場所や手段を写真や映像で紹介した

りしない。どのような場所でどのよう

な方法で自殺したかといった情報は



できるだけ簡潔なものにする。 

⑤ （とくに青少年の自殺の場合には）実

名報道を控える。 

⑥ 自殺を防ぐ手段や、背景に存在する可

能性のある精神疾患に対して効果的

な治療法があることを強調する。同じ

ような問題を抱えながらも、適切な対

応を取ったために、自殺の危機を乗り

越えた例を紹介する。 

⑦ 具体的な問題解決の手段を掲げてお

く。自殺の危険因子や直前のサインな

どを解説し、どのような人に注意を払

い、どのような対策を取るべきかを示

す。精神保健の専門機関や電話相談な

どについてもかならず付記しておく。 

⑧ 日頃から地域の精神保健の専門家と

マスメディアとの連携を緊密に取る。

このようにすることで、群発自殺の危

険が高まった時でも、適切な助言を時

機を逸することなく得られるような

体制を作っておく。 

⑨ 短期的・集中的な報道に終わらず、根

源的な問題に対する息の長い取り組

みをするように心がける。 

 

 なお、メディアの否定的な側面ばかり強

調するのも同じく問題である。マスメディ

アは一般の人々に対して、自殺を予防する

ための対策を取ることができるというメ

ッセージを伝えるうえで重要な役割を果

たすことができるはずだ。したがって、自

殺の悲劇的な側面ばかりを伝えるのでな

く、どのような人に危険があるのか、どう

対応して、どこに助けを求めたらよいかと

いった点にこれまで以上に関心を払って

もらい、一般の人々に対して精神保健の正

しい知識を伝えるうえで積極的な役割を

果たすことを期待したい。 
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